
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































など，これからの努力次第では，  国際的にも通用する National 
Park を具現化できる可能性を秘めた地域がある。21世紀の日本の国立公園
は，地域制公園と営造物公園の二本立て，というビジョンを持ちたい。」と
指摘している。
以上のように，幾つかの地域制国立公園に中に，営造物公園の可能性を
見出し，わが国の地域制国立公園を営造物公園に近づけようという俵氏の
提案は，注目に値する重要な提言だと評価したい。
その後『国立公園』誌は，いろいろな特集を組んで，それぞれ興味深い
意見を掲載しているが，地域制の問題を論じたものは，ほとんどなかった。
その中で1989年７月，８月に行なわれた小原豊明氏と池ノ上容氏との対
談「地域制と公園管理主として産業との調整について」は，地域制国立公
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園の問題を正面から論じていて興味深い。
対談の第１のテーマは，「土地利用との調整」と題する「主として産業開
発とか公益との調整」の問題であった（14）。
小原氏の「我が国の制度は，地域制を選択したときから，許認可という
か，開発との戦いも宿命づけられたわけです」が，設立「当時，今日のよう
に土地利用が想定されていたのか」の問いに池ノ上氏は次のように答える。
「日本の制度は地域制指定的な特異な制度をとったために，いわば多目的
な土地利用を前提とした立場にあるものですから，必然的に他の土地利用
との摩擦なり競合があるわけです」と述べ，地域制国立公園の抱える問題
性として当事者間の土地利用を巡る摩擦・競合の「調整」が問題になると
指摘する。
この「調整」問題は，アメリカの営造物型国立公園には「ない」とし，
日本の国立公園の固有な問題であり，その要点は，「他の土地利用との整合
性」，「関連する法制度」の関係，「開発と自然環境保護」の関連などである
と指摘する。
そこでまず池ノ上氏は，法的問題を論じている。
戦前の「『国立公園法』の時代には関係各省との覚書によって，そういっ
たものを整理してきた」と指摘する。
そして1957年の「『自然公園法』では第三条に調整規定（「財産権の尊重
及び他の公益との調整」）」として規定されたと指摘する。
池ノ上氏は，『自然公園法』第三条の「調整」規定について，「これはど
ちらかというと，法文ないし解釈からいっても受け身の形です。要するに
日本の自然公園制度が全体的な国土の土地利用計画との関連があまり考え
られていなかったということから，そういうことになってくるんだろうと
思うんです。」と指摘する。
そして同じ地域制をとるイギリスの国立公園法は，日本のように「この
調整規定は受け身ではなくて，カントリーサイドの保全のために，各省庁
がカントリーサイドの自然美とアメニティーの保全を心がけなければなら
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ないという，むしろ積極的にそういうものに協力させるような規定になっ
ている。」と指摘している。
池ノ上氏は，日本の地域制国立公園は，イギリスのように国立公園の「保
全のために，各省庁がカントリーサイドの自然美とアメニティーの保全を
心がけなければならない」という規定を欠き，国立公園の土地利用方法の
「調整規定」が「受け身な弱い立場にたたされていた」と指摘し，「調整」
機能の弱点を認めている。これはわが国の地域制国立公園の弱点を認めた
指摘として注目される。
次の対談のテーマは，「各種の産業開発」との具体的な調整問題について
である。
この調整は，地域制国立公園固有の問題であるが，問題点については，
すでに一般的に論じてあり，また社会的に問題になった「調整」について
は，拙著で具体的に論じてあるので，ここで繰り返して取り上げる必要は
ない。
次の対談のテーマは，『国立公園』の号を変えて，「半自然的な景観」と
「森林の問題」の問題であった（15）。
池ノ上氏は，日本の国立公園においては，「原生的」でなく，「二次林―
農地，牧野を含めた土地利用景観」，「半自然景観」が多く，「公園管理の立
場から」，それを「どのように保全していくか」が「一つの課題」であり，
その「保全技術としても考えておく必要がある」と指摘する。
次に池ノ上氏は，「森林施業」について，次のように指摘する。
当初から，山林局は，国立公園の面積の80％を超える森林問題に対して
「基本的な考え方としては，天然林をなるべく保全していくという思想」が
あり，そのために「部分的に皆伐も認める」が「森林施業制限細目」を作
って「特別地域の伐採について択伐によることを原則とする」政策を立て
たと指摘する。
池ノ上氏は，「しかし，森林経営との妥協で，特別地域についても皆伐を
認めざるを得なかった」と認め，国立公園当局と山林局の「調整」の難し
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さを指摘する。
池ノ上氏は，そうした国立公園当局と山林局との森林施業を巡る「調
整」・「協議」の規定について詳しく跡づけ，地域制国立公園にとって，山
林局の林業政策が深く関わっていることを示した。
特に森林管理の問題にふれ，「公益性の高い公益林というか，制限林とい
うか，そういったものはむしろ特別会計から外して，……一般会計で見て
いくという方式をとらないと本当はいけない」と指摘している。
この問題については，私自身は，あまり積極的に論じてこなかったが，
それを反省して環境庁管理下の国立公園当局と山林局との「調整」問題と
して，後に積極的に論じることになる。ちなみに国有林経営の特別会計と
は，独立律採算のため膨大な赤字を生んでいる国有林経営の問題点の一つ
である。
以上のように池ノ上氏は，日本の地域制の問題である国立公園当局と山
林局「調整」の難しさを指摘した。
次の「地域振興」についての対談で池ノ上氏は，小原氏から「地域制を
とっている以上国立公園に指定されている関係の市町村は，圧倒的に過疎
地が多いわけですが，過疎に歯止めをかけるには何らかの地域新興を図り
たい」という「市町村の課題」があるがと問われて，ずばり「自然公園が
地域新興を目標にして管理されるということは常道ではないんでしょう
ね」と答えている。
更に池ノ上氏は，その問題が「後進国」では「持続的な開発のための公
園」と言われているが，公園と開発がともに持続的であるべきではいのか，
との先進国の批判も出ているが，わが国の地域制国立公園にとっては，「容
認されるような地域新興があれば考えるが」，「第一義的に地域振興のため
の管理ということは考えるべきではない」と，原則的な主張を行なってい
る。
もっとも何が容認される地域新興かは，実際にはそうとう難しい問題で
あって，言うはやすく判断は難しい。
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地域振興のための観光的開発という問題は，国立公園制定運動以来わが
国の国立公園にまつわる大きな問題であり，典型的には，拙著で詳しく論
じてあるように国立公園への観光道路の建設を過疎対策とし要求する地元
住民の運動があったが，池ノ上氏は，リゾート法を挙げただけでそうした
問題には立ち入って論じない。
その代わり，小原氏が「今自然環境保全審議会利用のあり方小委員会で
も，そのような検討がなされている」，「一つの公園を幾つかの団地に分け
て，類型区分していくべきという議論」がるとの指摘を受けて，池ノ上氏
は，アメリカの事例を紹介し，しかし「類型化」にも「いろいろ問題があ
り」，「なかなか実現しない」と指摘している。
最後に対談は，「公園専用用地」の問題について行われ，池ノ上氏は「公
園の枢要な地域については，適切な公園管理を行うために，公園専用地と
して設定することの可能性が，立法当初から考慮されていました。」と述
べ，1972年に交付公債による特別保護地区などの「特定の民有地の買い上
げ」について論じ，国有林の中の「特別保護地区」については，国有林の
特別会計の枠から外して保全林として景観保護のための専用地域という概
念のもとに管理すべきである」と指摘し対談を終えている。
以上対談は，必ずしも地域制の問題を理論的に展開したものと評価はで
きないが，問題の所在を論じたものとして，わが国の地域制国立公園の抱
える問題点を摘出して，これまで関心の薄かった地域制公園についての関
心を高める問題提起として大きな意義があったと評価される。
池ノ上氏の対談が発表された翌年の４月に，池ノ上氏の論稿に対する二
つの批評が公表された。一つは，俵浩三「北海道から見た日本の国立公園
―池上先生の『国立公園論』によせて」である（16）。
俵浩三氏は，国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が1985年に提起した「国立
公園などの自然保護地域を五つに分類，区分し，日本の国立公園の大部分
はカテゴリーⅡのNational Park（以下Ⅱ型）ではなく，カテゴリーⅤの
protected Park（以下Ⅴ型という）に位置づけられている」ことを巡って，
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池ノ上氏の理解（「自然公園と自然保護（2）」『国立公園』No.478，1989年
11月）を批判し，自説を展開した。
国際自然保護連合が区分した自然保護地域の５カテゴリーとは，俵氏に
よれば，以下の通りである。
Ⅰ型は「学術保護地域・厳正保護地域」。
Ⅱ型は国立公園で，大規模の地域にわたり，「①優れた自然環境が，人間
による開発や居住で改変されていない，②政府がその全域での開発や居住
を，できるだけ速やかに防止するか排除する手段をとっている，③人々の
レクリエーションや教育の目的のため入園が認められる，３条件を満たし
ている必要がある。
Ⅲ型は「天然記念物・自然ランドマーク」。
Ⅳ型は「自然保護地域・鳥獣保護地域」。
Ⅴ型は，「景観地域で，自然に対する人間の働きかけの結果として生じた
半自然や，原始的な地域であっても観光レクリエーション開発などに重点
のおかれた地域である。」
俵氏は，これまで，日本の国立公園は，カテゴリーⅡにでなくⅤに区分
されているが，北海道の国立公園は，カテゴリーⅡに近いもがあるので，
カテゴリーⅡに近づける努力をすべきだと主張してきたと指摘する。
これに対し，池ノ上容氏は，櫻井氏の日本では（Ⅱ型の）「本来的な国立
公園をつくらくてはならいというようなる議論」があるとの指摘を受けて，
「そんな必要はないんです。日本の国立公園は独自なものだということで
す。最近私は盛んに言っているんだけれども，日本の国立公園のアイデン
ティティーをはっきり確立しいく必要がある」と主張していた（17）。
この批判に対し，俵氏は，「私も日本の国立公園のアイデンティティーを
はっきり確立することは大賛成であるが，しかしⅡ型を無視し，Ⅴ型でア
イデンティティーを確立することは，……疑問」であると批判した。
俵氏の池ノ上氏への批判は，詳細でここで十分に紹介できないので，簡
潔に要約すれば，地域制導入の根拠として「狭小な国土に稠密な人口」「土
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地利用の複雑」が指摘され，営造型公園の採用が不可能であることが挙げ
られているが，北海道の場合は，これに当てはまらないということである。
要するに，Ⅱ型に近づける条件をそなえているので，国立公園に自然保
護の機能を期待して，Ⅴ型の北海道の国立公園をⅡ型に近づける努力をす
べきだという提案である。
更に，俵氏は，日本の国立公園の国有地率が62％であり，北海道の場合
は91％にも達しており，国有林の経営で自然保護の機能を強化するための
措置を講じ，既に存在している「森林生態系保護地区」を増設などし，赤
字の元凶になっている特別会計制度を止めて，一般会計でまかない，日本
全体の国立公園のⅡ型化につとめる必要があると具体的に提案している。
要するに，二人の論争は，ひたすら日本の国立公園の自然保護規定を強
化したい俵氏が，ＩＵＣＮの定義をよりどころにして，北海道の国立公園
をⅡ型の公園に近づけ，日本の国立公園の自然保護規定を強化しようと提
唱しているのに対して，池ノ上氏が，そうした試みに反対し，日本の地域
制国立公園の自然保護規制の弱さを強調し，反省する代わりに，日本の国
立公園の地域制の特殊性とＩＵＣＮの定義の不備を強調して，現行の国立
公園制度を過度に肯定し，一種のナショナリズムに陥っているように思わ
れる。
もう一つの批評は，池ノ上氏との対談「自然公園と自然保護」を行なっ
た環境庁自然保護局計画課長であった桜井正昭「ＩＵＣＮの類型区分とわ
が国の国立公園」であった（18）。
桜井氏の論旨は，俵浩三氏の池ノ上氏批判は誤解に基づくものであると
し，池ノ上氏の主張を擁護し，更に俵氏の意見を批判するというものであ
った。この論争もなかなか興味深いものである。
桜井氏は，「俵氏は，池ノ上氏がわが国の国立公園について，ＩＵＣＮの
いうところの類型Ⅱに区分されることを無視し，もっぱらⅤとしてのアイ
デンティティーを確立すべきである主張している，として論をすすめてお
られる」と批判したことに対して，俵氏の批判には「その前提に誤解があ
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る」と指摘する。
その上で，桜井氏は，池ノ上氏と対談の「やり取りは，わが国の国立公
園が……格が低いとか，国立公園と称すべきではないとか，本当の国立公
園を作らなければ世界に遅れをとる，といった論議は，わが国の国立公園
行政を推進していく上であまり意味がない，という趣旨」であったと指摘
する。それは，あたかも，俵氏の主張が，国立公園の格を問題にし，国立
公園という名称にこだわっているとか，世界に遅れるなとかを論じている
かのように言って，俵氏の主張の論点をずらし，しかも低俗な主張である
かのように見せかけ，Ⅱ型に近づけることによって自然保護機能を強化し
ようと提唱している真意を無視している。
そう指摘しておいてＩＵＣＮの類型区分について，とくに類型について
詳しく説明する。指摘内容につては特に異論がないので言及を省くが，桜
井氏は，わが国の国立公園のＩＵＣＮによる類型区分に触れて，「この当て
はめは，どう考えてもわが国の実態にあわない。」と反対し，ＩＵＣＮの錯
誤か日本との齟齬があったのではと批判する。
そして桜井氏は，俵氏の北海道で「Ⅱに当てはまるような国立公園を作
るべきである」との主張は，「理想は理想として，実現はなかなか難しい」
として退けている。俵氏がその可能性は大であり条件も整ってきていると
実証的に主張しているにかかわらずである。
私のみたところ，桜井氏と俵氏の論議には，議論の擦れ違いがあるよう
に思われる。これでは議論がかみ合わないのは，仕方がないが，私は双方
に問題があると考えている。
俵氏の主張の問題点は，Ⅱ型に近づけることによって自然保護機能を強
化しようとするあまり，池ノ上氏の指摘するような，ＩＵＣＮ類型区分の
作成が，各国の国立公園の実情と意向を十分に反映せず，硬直的になって
いる面を問題にしていないため，ただ単にⅡ型を理想化しているように見
做されていることである。
二つのこの批評を受けて池ノ上容氏は，1990年７月に「『国立公園論』
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に関するノート」を『国立公園』誌に掲載した（19）。
池ノ上氏は，「ノート（1）」「『地域制』の国立公園の本質と実体について
計画な認識をもつこと」と題して，従来の意見を繰り返している。
「ノート（2）国立公園の『国際水準』について」のところでは，池ノ上
氏は，ＩＵＣＮ類型区分としての「国際水準」の是非について論じている。
池ノ上氏は，「国立公園について『国際水準』があるのか？」と問うて，
自然保護の国際会議を振り返り，「国立公園は国ごとに多様性があることで
ある。各国は，それぞれ固有の自然的，歴史的，政治的，社会的，経済的，
文化的条件によって，国立公園に関して独自の条件を持っている。それを
一つの国際的な基準を設けて，その枠内に統合することは極めて無理があ
る。」と一刀両断に切り捨てる。
また池ノ上氏は，「国立公園の『国際水準』は観念的な意味をもっていて
も，具体的には存在し得ないもので，国際水準をはかる尺度もあり得ない」
と指摘する。
このような池ノ上氏の意見は，真実の一面をついてはいるが，他面の真
実を無視している。そもそも各国が国際会議に集まるのは，主として自然
保護を強化するためであって，自然保護の遅れた国は進んでいる国から学
ぶためであり，自然保護せずに開発を先行する遅れた国をたしなめたりす
るためである。その基準ややり方に少々問題があったとしてもそのような
会議や国際基準を考えることは，地球の自然・環境を守るために大いに意
義のあることである。
そして池ノ上氏，最後にまとめとして「アメリカの国立公園は『本当の
国立公園』であり，日本やイギリスの国立公園は『本当の国立公園ではな
い』というような図式は皮相的な見方である」と言い，「日本の国立公園制
度は，実体的に，制度的に，日本に特有のものであり，かけがえない国民
的資産として，誇りと自信をもってあくまでもその独自性を堅持し，60年
に及ぶ実績を検証して改進をはかり，将来の発展を進めるべきものであ
る。」と締めくくっている。
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前半の「皮相な見方」は当然退けられなければならないが，後半の指摘
に「日本に特有のもの」だから「自信をもってその独自性を堅持」せよと
の主張は，根拠なしに体制を肯定する体制追従主義とナショナリズムのに
おいが感じられて仕方がない。
池ノ上氏は，先に「私の意見を総括する」と予告した通り1996年６月に
「地域制国立公園制度の検証」という論考で，これまでやや抽象的であった
「地域制国立公園制度」をかなり具体的に論じた（20）。
池ノ上氏は，１「まえがき」で，制定されて64年を経過した日本の国立
公園は「独自の制度のもとに，貴重な成果を築いてき」，「多くの問題も提
起されてきた」が，「それらの問題は，つきつめると『地域制』という特異
な制度にその根源があると思われる」と指摘する。
しかし私は，国立公園の問題を地域制という国立公園の特殊性にだけ問
題を絞る池ノ上氏の研究方法に賛成できない。
国立公園本来の目的である自然保護とか利用の規制の問題は，基本的に
政府の政策に係わる問題であり，国民の自然保護運動の問題でもある。池
ノ上氏はそのことを無視したり軽視したりして，地域制という特殊な制度
の問題に国立公園の基本問題を矮小化してしまう恐れがあるからである。
ただ池ノ上氏は，「国立公園法施行以来，『地域制公園』について，必ず
しも明確な認識と理解に基く共通の概念形成がなされないままに今日に至
っており，そのため諸々の混迷がもたらされているように思われる。」と指
摘し，これまでの国立公園研究の偏向に警告を与えたことの意義は大きい。
確かにこの論文を読んでいなかった私は，拙著３冊の日本の国立公園史
の研究においてわが国の国立公園地域制について意識的に論じてこなかっ
たために，私自身のわが国の国立公園の認識で幾分混乱していたとことを
反省している。
そして，池ノ上氏は，「この際『地域制公園制度』の原点にかえって，あ
らためてその特質を明確にするとともに，営造物公園とは異なった問題の
所在を明確にする必要がある。地域制公園の存在理由と意義をふまえて，
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将来の望ましい展望を描くために是非取組むベき課題であると考える。」と
指摘する。
２「『地域制』の語義について」の節で，池ノ上氏は，まず「地域制公
園」という用語が慣用されているが，必ずしも明確な概念規定がなく，い
ささか便宜的に使われている感がある。改めて『地域制』の語義を吟味す
る必要がある。」と指摘する。
そして「地域制」の概念については，すでに論じてあるのでここであえ
て紹介するまでもない。
続いて３「日本の国立公園の創設と『地域制』採用の経緯」の節で，池
ノ上氏は，まず「国立公園創設への始動」の項で，日本の国立公園の創設
経緯について説明する。この問題も，すでに池ノ上氏も先の対談で論じて
おり，拙著でも論じてあるので，繰り返すことはないであろう。
ただし次の指摘には注目しておく必要がある。
国立公園制定過程の「多くの論議の焦点は，国立公園の性格について，
自然保護を目的とするものであるか，あるいは野外リクリエーションのた
めのものであろうかという，基本的な問題に集中して……活発な論議が行
われた」が，地域制公園の中心的問題である「国立公園の区域の土地の所
有，管理については，重要な基本的問題であるにかかわらず，十分な論議
や検討が行われたことをたしかめる資料は認められない。」という指摘であ
る。
私は，自分の国立公園研究でも確かに自然保護か開発かの基本問題に集
中して地域制の問題である「国立公園の区域の土地の所有，管理について」
に意識的な関心を向けてこなかったと反省している。
そして池ノ上氏は，国立公園法制定に当たって当時の官僚が行なった外
国の調査に触れて，田村剛が「イタリアでは一種の地域制が採用された」
と述べたことに対し，「イタリアの国立公園はいわゆる『地域制』とは異っ
ている」と批判し，田村剛の見解は，「地域制の認識が不明確」であり，
「イタリアの制度が，わが国が地域制による国立公園をとるよりどころにな
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ったと……という見方は妥当ではない」と指摘する。
その理由として，イタリアの国立公園の場合，「御料地，公有地，私有地
を主」とし「土地に対して国立公園委員会は国立公園の保護利用上必要な
る私法上の権利を設定したる上，国立公園の区域を定める方針を取ってい
る」との国立公園法起草者の一人であった伊藤武彦の指摘を挙げている。
この指摘は，私には理解しかねるが，その是非は今後の研究に待ちたい。
次いで池ノ上氏は「国立公園法の立案―地域制の採用」の項で，地域制
の採用事情について，３点を指摘している。
第１点に，日本では，国立公園法制定以前に森林法（1907年）―保安林，
史蹟名勝天然記念物法（1919年），都市計画法（1919年）―風致地区など
が制定施行されており，「これらの法律の基本的な考え方は，国家的に重要
な特質をもつ地域や物を指定し，その保存，維持を計るため，損傷のおそ
れある一定の行為を禁止又は制限」するものであり，またそれは「公共の
利益のために，土地や物の使用権に制限を加えるいわゆる公法上の公用制
限である。」と指摘し，「国立公園法の立案に当たっては，このような立法
例を参酌しながら，独自の『地域指定』による国立公園制度を創始した。」
と指摘する。
要するに，森林法，保安林，史蹟名勝天然記念物法，都市計画法など「地
域制」を日本の国立公園制定に流用したというのである。
第２点は，アメリカの場合のように「国立公園区域の土地の所有権，管
理権を国が完全に取得して，公園目的のために専用することは，わが国の
土地所有，土地利用など諸般の状況から不可能」であり，だから政府は「従
って法律をもって地域指定を行う」地域制公園を「設定する道を選んだ」
と指摘し，「明治憲法の強権をもってすれば，営造物管理と同等の公園管理
が可能であるという期待があったものと思われる」と説明する。
要するに，わが国の地域制国立公園は，公益を守るために土地や物の使
用権に制限し，公法上の公用制限を加えるのであるが，アメリカのような
営造型公園の採用が「不可能」なので，明治憲法の強権的政治体制のもと
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で，容易に制定されたということである。
この指摘は，イギリスの地域制国立公園が，自然保護を求める知識階級
の運動と公園のレジャー的利用を求めるワーキングクラスの運動によって
制定されたのと比べて，わが国の地域制国立公園の独特の特徴を指摘して
いて興味深い（21）。
第３点は，国立公園法の起草に係わった伊藤武彦や田村剛の地域制国立
公園の導入についての説明を要約して，「以上のような見解を要約すれば，
国立公園の区域の土地は，国が所有権，地上権をもって，営造物として設
置することが理想であるということは十分認識されていた。しかしわが国
の土地の所有，利用の状況から，国立公園を土地の所有に関係なく区域を
指定する一種の公物として設定する，いわゆる『地域制公園』の制度を選
んだものである。それは次善の策であったものの，一つのやむを得ざる選
択であったというべきだろう。」と指摘した。
要は，国立公園は，「営造物として設置することが理想」であるが，現実
的に難しいから「次善の策」として地域制を導入したということである。
以上のような地域制公園の採用事情を指摘した上で，池ノ上氏は，伊藤
武彦が「国立公園法」は「然かも其の法規の構成たるや外国にも類例を見
ない誠に整然たる體系を備へてをることは誇るに足るもの」であり，「さら
に国立公園の公用制限の規定は，その運用の宜しきを得ば，国立公園の保
護又は利用に関する統制の効果を遺憾なく発揮することができるものであ
ると確言した」と指摘した。
わが国の地域制国立公園は，伊藤武彦の評しているように「外国にも類
例を見ない誠に整然たる體系を備へてをることは誇るに足るものである」
と高い評価を与える事には大いに疑問を感じる。
近年，ナショナリスティックに地域制国立公園を持ち上げる意見が散見
されるが，私は，当時の「国立公園法」をそのように評価すること出来な
いし，自然公園法の国立公園規定でさえ，手放しでそのように評価などで
きないと指摘しておきたい。
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次に池ノ上氏は「イギリスの国立公園制度」を「参考例」として論じて
いる。
池ノ上氏は，1949年に制定されたイギリスの国立公園法について，「そ
の動機，要因が独自ものである」と言い，その法に先立ち1945年に「都市
及び地方計画法が土地の開発規制を行なって国土の環境保全をはかる」こ
とを一つの目的としており，それがイギリスの国立公園法の「国立公園の
『自然美』の保護の理念につながっている。」と指摘している。
この点は，すでに対談の最初のところで指摘されたことであるが，日本
の弱い地域制国立公園と異なって，イギリスの強い地域制公園の根拠を示
したものとして注目すべきものである。
続いて池ノ上氏は，４「地域制国立公園制度の生成の背景」として「営
造物公園との対比」を行なっている。
池ノ上氏は，「地域制国立公園制度の生成には，さまざまな要因が作用し
ているが，その決定的要因の一つとして『人口密度』」があると指摘する。
「日本もイギリスも，国土面積が狭小な国で，土地の開発の歴史が古く，
集約的な土地利用がすすんで，そのため土地所有も細分化している。その
ため，大面積の自然地域を国立公園として公園目的のために専用すること
は不可能であるため，地域指定の方法が選ばれたものと考えられる。」
確かにこの指摘は，地域制導入の大きな要因であろう。しかしイギリス
と違い日本の国立公園は，少なくとも国有林地が６割を超えており，基本
的に「集約的な土地利用」が進んでいるとは言えないのではないか。むし
ろこの地域では，俵浩三氏の指摘するように営造物型の国立公園が成立す
る可能性もあったのではないかとも考えられる。
池ノ上氏は，更に「国立公園の規模」と「国立公園の総面積」を比較し
ているが地域制の問題として，注目すべき論点は示されなかった。
「５．まとめ」の節で，池ノ上氏は，狭小な国土のイギリスや日本では，
「土地の多目的利用を前提としているため，公園目的と他の土地利用の間の
調整をはかることが求められ，公園目的のための完全な管理が期し難い。」
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と指摘する。
確かに地域制国立公園の管理は，難しいことは事実であろう。
他方，池ノ上氏は，わが国では，営造物国立公園が理想化され，日本の
地域制国立公園を「いかにして営造物公園に近づけるかという努力が払わ
れてきたように思われる。」と指摘する。
そうした意見は，あくまで日本の地域制国立公園が制度的にも弱く，自
然保護の規制が弱かったので，日本の地域制国立公園制度の強化を願って
主張されていたことに留意したい。
池ノ上氏は，更に国立公園の「国際的基準」「国際的水準」について，批
判的な指摘を行なっている。
この点は，すでに論じられた問題であるが，ここでも自説が再論されて
いる。
その基準と水準は，1969年に開かれた「国際保護連合」の総会で提起さ
れたものであが，池ノ上氏は新たに「自然保護に偏向して設けられた国立
公園の基準」であると批判し，「世界に共通する国際的基準などというもの
はあり得ない」と指摘する。
池ノ上氏は，「国立公園は，各国がそれぞれの国の自然条件の中で，独自
の考え方によって設定されるもの」であり，「世界に通用する国際的基準な
どというものはあり得ない」と指摘する。確かにこうした指摘は正論であ
るかもしれない。
しかし他方では，国立公園の「自然保護」のあり方を巡って国際間で議
論することは必要であり，かつてわが国が，1952年の「国際保護連合」総
会で，尾瀬，北山川，黒部の電源開発計画反対を国際世論に訴え，国際保
護連合から日本政府に自然保護の要請が出され，日本の国立公園の自然を
守る運動が後押しされたという事例がみられた（22）。
こうしたことを考慮すれば，国際保護連合が国立公園の守るべき自然の
指針を示すようなことは決して不要とは言えないし，世界の自然保護・環
境保全の観点から望ましいことであろう。
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池ノ上氏は，「『地域制』国立公園制度の総括的評価」の節で，二つの課
題を提起する。一つは，わが国の地域制国立公園にとっては，「半自然景観
の保全育成」は，「重要な課題」であって，「一つの文化的な景観管理とし
て評価されるべき」であり，「その独自性を確保するため，……適正な独自
の概念と管理方式を追求することが課題である」と指摘する。
もう一つは，「風景の保護や，利用について，地域制の故に惹起される問
題については今後解明に努める必要がある。地域制に立脚しながら，より
合理的なより適切な公園管理のあり方を追求すべきである。」と指摘する。
この具体的な課題についての具体的な提言は，次の号で予定されていた
ようであが，残念ながら「後篇」は公表されなかった。
以上，戦後から1990年代に至る地域制国立公園制度に関する議論をみて
きたが，それらの議論は，うまくまとめているとは言えないかもしれない
が，これからわが国の地域制国立公園について論議するために少しは貢献
することであろう。
21世紀に入ってから地域制国立公園についての論議は，更に盛んになる
が，それらの論議については，本論のⅡ部において検討することにした
い（23）。
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